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建築火災時の避難安全に係わる評価技術の開発 

山 口 純 一 

Development of Evacuation Safety Evaluation Methods for Building Fire 

Jun-ichi Yamaguchi 

Abstract 

This article discusses the problems with the calculation method that is generally used in evacuation safety 
design based on an engineering method. It also introduces simple calculation methods for the evacuation 
behavior and smoke dispersion prediction that have been developed in recent years. This evaluation method has 
the following features: 1) it can predict the pre-movement time for a fire room with a complex shape; 2) it can 
calculate the queuing time for a fire room in consideration of a crowd in the corridor; and 3) it can evaluate the 
necessary stair width and area. 

概   要 

本稿では，避難シミュレーション等の予測手法を用いて避難安全性を評価する設計手法（ルートC）に関わる

各種予測技術について，現在一般に使用されている告示計算法（ルートC）の課題を示すとともに，その課題解

決を目的として近年開発した避難行動予測および煙拡散予測に関わる評価法を紹介した。本評価法の特長は以下

の通りである。1)複雑な平面形状を持つ火災室の避難開始時間の予測が可能である。2)廊下の滞留状況を考慮し

た火災室の滞留解消時間の予測が可能である。3)階段幅および階段面積の評価が可能である。 

 

 

 1. はじめに 
 

建築火災を対象とした避難安全設計では，火災発生時

の在館者の避難安全性を確保するため，建物の空間特性

や在館者の特性に応じて適切な避難経路を確保し，その

避難経路を保護するための対策を講じることが重要であ

る。避難安全設計の設計ルートは，建築基準法に定めら

れた仕様基準に基づき設計する方法（ルートA）と，設

計火源と避難安全性に関わる許容値（一般的には，避難

完了時点の煙層下端高さ≧床面+1.8m）を定め避難シミ

ュレーション等の工学的手法を用いて避難施設等の設計

を行う方法（ルートBまたはC）がある。後者の方法によ

って避難安全性が確かめられた場合，ルートAにおける

避難関連規定の一部を適用除外とすることができる1)。 

後者においては，シナリオ（工学的予測の難しい人の

判断を伴う行動）と許容安全基準（限界煙層高さなど）

は避難安全性を決定する２要素である。広い意味では予

測計算法に含まれる安全率も安全性に影響を与えるが，

予測計算法には一見して分からないような安全率が組み

込まれていることが多く，安全性を確保する仕組みが一

般の設計者等には見えにくいため，上記の２要素に基づ

き安全性をコントロールするのが一般的である。 

予測計算法の役割は２つある。１つは，避難行動や煙

流動のイメージを具体化することである。もう一つは，

避難計画や煙制御計画の効果を定量的に示し，それらと

避難安全性（許容基準）とを結びつける役割である。一

般的な予測計算法として，平成12年告示第1441号または

第1442号に定められる避難安全検証法（以後，告示計算

法）がある。しかし，告示計算法は，床面積が小さい程

検証が成立し難く床面積が大きくなるほど検証が成立し

易いこと，室形状が考慮されないこと，出口配置や出口

幅の下限値が評価できないことなどの課題がある。その

ため，告示計算法を用いる場合には，室形状や階段幅等

について学会が定めた基準2)または各評価機関が定める

内規（以後，学会基準等）に適合することが必要となる。 

そこで本稿は，学会基準等に適合しない場合において

も使用可能なより高度な予測計算法の整備を目的として

開発した避難安全に係わる評価技術を紹介する。なお，

本稿で紹介する予測計算法は既に幾つかのプロジェクト

に適用され，コストダウンやレンタブル比の向上に貢献

している。 

 

 2. 評価法の概要 

 

本評価法の特長を告示計算法と比較して Table 1 に示

す。本評価法は，居室避難（火災室から廊下に至るまで

の避難）および階避難（廊下から階段に至るまでの避難）

を対象とする。居室避難，階避難ともに，避難完了時間

の予測に関わる計算法を開発・改良した。避難完了時間

は，避難開始時間 tstart[s]，歩行時間 ttravel[s]および滞留解

消時間 tqueue[s]に基づき予測されるが，以下では特に避難

開始時間 tstartと滞留解消時間 tqueueを予測する上での課題，

告示計算法および本評価法の扱いを示す。 

(1)  居室避難－避難開始時間－  テナント事務所

や商業施設における間仕切り壁の位置や形態は多様であ

る。避難安全性の観点では，貸室内が複数の居室に間仕

切られ，さらに複雑化すると非火災室在館者の火災覚知
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が遅れ，それに伴い危険性が高くなる（Fig. 1 参照）。こ

のような覚知の遅れが想定される場合，告示計算法に基

づき避難開始時間を設定すると，火災室と非火災室の避

難開始時間に一定の遅れ（一般に一律 180s を加算）を見

込むため，特に非火災室である居室の検証が成立しにく

いという課題がある。また，短時間で検証結果を得るこ

とが可能な予測計算法があれば便利である。これらの課

題に対して，本評価法は，貸室内が複数の居室に間仕切

られた（非火災室が発生した）場合の避難安全検証にお

いて，室形状を考慮した煙拡散性状予測に基づき非火災

室の避難開始時間を予測する簡易計算法を開発し，Fig. 1

のような空間の予測を可能とした。 

(2)  居室避難－滞留解消時間－  居室（火災室）

の滞留解消時間は，Fig. 2 に示すように，廊下の滞留の

影響や非火災室在館者の合流の影響を受ける。告示計算

法では，廊下等に在館者全員を収容可能な滞留面積が確

保されていることを前提とし，それを満足しない場合に

は廊下等を無視して階段等のネックにおける流出速度

（以後，流動量[人/s]）に合流等の影響を考慮して滞留解

消時間を予測する。そのため，滞留面積が足りない場合

には廊下の設置の有無に関わらず滞留解消時間が長くな

る結果となる。また，それを回避するためには，特に在

館者数の多い物販店舗等において，床面積の大きい廊下

が必要となる。これらの課題に対して，本評価法は，廊

下等の滞留性状を非火災室在館者の流入等を考慮して予

測する簡易計算法を開発し，廊下等の滞留面積が不足す

る場合でも予測することを可能とした。 

(3)  階避難－滞留解消時間－  火災が発生した階

（以後，火災階）における避難（以後，階避難）におけ

る滞留解消時間も居室避難と同様，Fig. 3に示すように，

階段内の滞留の影響や非火災階在館者の合流の影響を受

ける。告示計算法は，(a)に示すように，非火災階在館者

の合流の影響を考慮しない代わりに，階段や付室におい

て十分な滞留面積が確保されていることを前提としてい

る。一方，本評価法は，(b)に示すように，非火災階在館

者の合流を考慮して滞留解消時間を予測することにより，

階段幅や付室の滞留面積を評価する手法である。 

なお，避難安全検証のためには，各室の用途，床面積，

天井高さ，開口寸法，排煙設備や防火設備の設置の有無

などの情報が必要であるが，一般にこのような情報が確

定するのは詳細設計の段階であり，その段階になると階

段計画（階段幅や階段床面積）の見直しは難しい。そこ

で本評価法では，比較的情報量の少ない基本計画段階に

おいて，階段計画の妥当性を簡易に評価する手法の提案

も行う。 

 

 3. 予測計算法 

 

3.1  居室避難（火災が発生した居室の避難） 

(1)  検証単位  居室避難の検証単位は遮煙区画で

囲われた範囲毎を基本とし，遮煙区画内に間仕切壁が設 

Table 1 本評価法の特長 

Outline of This Evaluation Method 

 
 

 

Fig. 1 居室避難における避難開始時間 

Pre-Movement Time of Room Evacuation 
 

 
Fig. 2 居室避難における滞留解消時間 

Queueing Time of Room Evacuation 
 

  
(a)非火災階の合流なし  (b)非火災階の合流あり 

Fig. 3 階避難における滞留解消時間 
Queueing Time of Floor Evacuation 

 

検討課題 告示計算法 本評価法

避
難
開
始
時
間

火災の状況が
視認できない
居室の部分に
おいて火災覚
知が遅れる
（Fig. 1参照）

室形状を矩形
に制限する、
または覚知の
遅れを見込み
避難開始時間
を予測する

室形状（壁）
の影響を考慮
した煙拡散性
状予測に基づ
き避難開始時
間を予測する

滞
留
解
消
時
間

廊下等におい
て、非火災室
在館者の流入
に伴い滞留が
発生し、火災
室在館者の避
難が遅れる
（Fig. 2参照）

在館者全員を
収容可能な廊
下等が確保さ
れていること
を前提とした
計算法に基づ
き避難時間を
予測する

廊下等におけ
る非火災室在
館者の合流を
考慮して滞留
性状を予測す
る

階
避
難

滞
留
解
消
時
間

階段内におい
て、非火災階
在館者の流入
に伴い滞留が
発生し、火災
階在館者の避
難が遅れる
（Fig. 3参照）

階段内が一番
混雑している
状態を想定し
て避難時間を
予測する

階段内におけ
る非火災階在
館者の合流を
考慮して滞留
性状を予測す
る

居
室
避
難

火災室

廊下

非火災室

廊下の一部で滞留発生

火災室

廊下

非火災室

廊下全体で滞留発生

廊下の滞留の影響を受けない 廊下の滞留の影響を受ける

EXIT 

非火災階在館者の
合流なし 

階段内滞留なし

EXIT 

非火災階在館者の
合流あり 

階段内滞留あり 
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置される場合は室単位でも評価する。ここで，遮煙区画

とは，準耐火構造の壁又は不燃材料で覆われた壁（フロ

ートガラス等，火災時の加熱で容易に破損するものは不

可）または令第112条第14項第二号に適合する防火設備で

構成された区画である（以後，同じ）。 

(2)  避難行動予測  本検証で前提とした避難行動

予測に関わる条件を以下に示す。また，これらについて

告示計算法の条件と比較したものをTable 2に，その計算

法をTable 3を示す。 

1) 在館者の属性：在館者は特定もしくは不特定で，

非就寝かつ自力避難可能な在館者を対象とする。 

2) 在館者の分布：居室内に均等に分布していること

を前提とする。 

3) 火源の位置：告示計算法は出口近傍に火源を想定

している。本評価法は，計画によっては出口近傍以外

の部分で火災が発生した場合の避難行動が遅くなる場

合があることを考慮して，出口近傍と出口遠方で火災

が発生した場合それぞれを想定する。 

4) 避難開始：告示計算法は在館者のざわめきによる

火災覚知を前提としているため単純な室形状のみを評

価対象としている。本評価法は複雑な室形状にも対応

できるよう煙の拡散に応じた避難を想定する。 

5) 居室出口集結：最寄り出口を選択する。 

6) 居室出口通過：告示計算法は，廊下等の滞留面積

が十分確保されていることを前提としている。廊下等

の滞留面積が確保されていない場合は，非火災室在館

者の合流の影響を考慮するなど安全側の計算法を採用

している。本評価法は，廊下等の滞留面積が十分確保

されていない場合には，廊下等の滞留性状を考慮して

出口の流動量を予測する。他室からの合流については，

非火災室の在館者が避難開始するまでに火災室の避難

が完了できることを前提とする。 

(3)  避難開始時間  避難開始時間は，火災室の在

館者は避難開始の遅れを見込まない（2√Aarea）とするの

が一般的であるが，室形状が複雑で見通しの悪い場合も

想定される。そこで本評価法においては室形状を考慮し

て，在館者が煙を目視した時点で避難開始すると考えて

いる。 

煙の拡散する速さは，総合防火設計法（第3巻）7)によ

ると0.5m/s，盛期火災時は1.0m/sとされているが，火災の 

 

 
Fig. 4 検証単位の設定例 

Setting Example of Evaluation Unit 

Table 2 避難行動予測に関わる条件（居室避難） 

Condition of the Evacuation Behavior for Room Evacuation 

項目 
設定方法等 

告示計算法 本評価法 

①在館者の属性 特定／不特定，非就寝，自力避難 

②在館者の分布 在館者が居室内に均等に分布 

③火源位置 出口近傍 
出口近傍/出口

遠方 

④避難開

始 

情報伝達

手段 
ざわめき 煙拡散 

避難開始

のタイミ

ング 

一斉（在館者全員

が一斉に避難す

る） 

随時（火源に近

い者から随時

避難する） 

⑤居室出

口集結 
経路・出口

選択条件 
最寄の出口を選

択する 
最寄の出口を

選択する※1 

⑥居室出

口通過 

避難先で

の滞留の

扱い 

考慮（廊下等が十

分確保されてい

ることが前提） 

考慮（廊下等の

滞留性状の変

化を考慮） 

他室から

の合流の

設定 
あり あり※2 

※1：在館者数が50人以上3)または床面積が200㎡を超える居室は

2以上の出口を設置することを前提とする。 

※2：非火災室在館者が避難開始するまでに居室避難が完了する

ことを前提とする。 

 

Table 3 避難時間の計算法（居室避難） 

Calculation Method of Evacuation Time for Room Evacuation 
 告示計算法 本評価法 
避難 
開始 
時間 

tescape(R)

  areaRstart At 2  

Afloor：当該居室の床面

積[㎡] 

  　smokeRstart tt 
4) 

→(3) 避難開始時間に詳細

を示す 

歩行 
時間 

ttravel(R)

  





  v

l
t l

Rtravel max

ll：避難経路の部分ごと

の歩行距離[m]，v：歩

行速度[m/s] 

同左 

滞留 
解消 
時間 

tqueue(R)

 
 

deff

R
Rqueue BN

P
t 

 

(a)P(R)≦ρcoAcoの場合 
5.1effN  

(b)P(R)＞ρcoAcoの場合 

 R

coco

d

neck
eff P

A

B

B
N


3.1

 

(a)P(R)≦ρcoAcoの場合 

 
 

dd

R
Rqueue BN

P
t 

 

(b)P(R)＞ρcoAcoの場合5) 

 
 

neckneck

cocoR

dd

coco
Rqueue BN

AP

BN

A
t

 


 →(4) 滞留解消時間に詳

細を示す 
Aco：避難経路等の床面積[㎡]，Bd：居室出口幅[m]，
Bneck：ネックの幅[m]，Nd, Nneck：最大流動係数（0.9
（階段降り），0.67（階段上り），1.5（開口部・通

路）[人/m/s]，Neff：有効流動係数[人/m.s]，P(R)：当該

居室の在館者数[人]，co：避難経路等の最大滞留密

度（=3.0）[人/㎡] 

避難 
完了 
時間 

tescape(R)

 
 

       RqueueRtravelRstartRescape tttt 

 
 

出口近傍出火の場合6) 
        RqueueRtravelRstartRescape tttt ,max 

出口遠方出火の場合4) 
        RqueueRtravelRstartRescape tttt  ,max

その

他 
－ 

階の避難開始までに居室

避難が完了することを前

提とする。 
   FstartRescape tt   

または 

     stt RqueueRtravel 180  

共用廊下

検証単位1

遮煙区画

防防 防 防

防

検証単位2

検証単位3

防 防火設備（令第112条第14項第二号）
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成長の程度（火災成長率α）によって煙の拡散速度は異

なること，煙性状予測手法として二層ゾーンモデルが馴

染みやすいことを考慮して，田中により提案されている

簡易予測式8)を用いる。なお，火災初期の煙はある厚さ

を持った熱気流が天井面下を水平に移動する（以後，天

井流）が，式(1)では，天井流が火災室全体に拡散する時

間と田中の簡易予測式において煙層が所定の厚さ（≒天

井流厚さZc）になる時間は等しいと見なしている。なお，

天井流は水平伝播の過程で新鮮空気を巻き込むため，実

際の煙拡散時間は下式で算定した値より幾分速くなる9)。 

 
 

5/3

3/23/23/1

1

9.0

1

2

5


























 

ffm

smoke
smoke

HHC

A
t


  

            (1) 
Asmoke：煙拡散実効面積[㎡]，Cm：巻き込み係数

(=0.076) [kg/kJ1/3.m5/3.s2/3]，Hf：天井高さ [m]， 
tsmoke：煙拡散時間[s]，：火災成長率[kW/s2]，

 ：

煙層密度(=1.0) [kg/m3] 

 天井流の厚さZsは，天井流の巻き込みを無視する場合

は，天井高さの10％程度10)とすれば良いとされている（式

(2)）。ただし，このような想定が可能なのは，検証対象

室における天井流が周壁の影響のない無限天井空間の流

れと同等と見なせる場合である。 

  
ffs HZ 1.0_         (2) 

  Hf：天井高さ[m]，Zs_f：天井流厚さ[m] 

 なお，式(1)の煙拡散時間を計算する際の火災室の床面

積Aは，式(3)により火災室の壁周長Lw_fに比例すると安全

側に仮定すれば，Ｓ字型11)，コの字型やロの字の空間12)

および大平面空間13)にも適用可能である。 

   2
_ 4fwsmoke LA        (3) 

Asmoke：煙拡散実効面積[㎡]，Lw_f：火災室の壁周長

[m] 

 

(4)  滞留解消時間5)  滞留解消時間は，居室避難完

了者数が避難経路収容可能人数に達するまでは居室の出

口の流動量（NdBd），居室避難完了者数が収容可能人数

を超えてからは避難経路の幅またはその先の空間への出

口の流動量（NneckBneck）で制限されると考え，式(4)また

は式(5)により与える。 

 

(a)   cocoR AP  の場合 

 

dd

R
queue BN

P
t         (4) 

(b)   cocoR AP  の場合 

 

neckneck

cocoR

dd

coco
queue BN

AP

BN

A
t

 
    (5) 

Aco：避難経路等の床面積[㎡]，Bd：居室出口の幅

[m]，Bneck：ネックの幅[m]，Nd,Nneck：最大流動係

数（0.9（階段降り），0.67（階段上り），1.5（開

口部・通路）[人/m/s]，P(R)：当該居室の在館者数[人]，

co：避難経路等の最大滞留密度（=3.0）[人/㎡] 
 

(5)  ケーススタディ  Table 4に示す条件に基づき

本計算法と告示計算法に基づき避難完了時間を算定した

結果をFig. 8およびFig. 9に示す。なお，告示計算法につ

いては，避難開始の遅れ（180s）を見込まずに計算して

いる。Fig. 8，9より，本計算法の結果は，400㎡以下を除

き，告示計算法より安全側に予測されることが分かる。

告示計算法は床面積が小さいほど検証が厳しく，床面積

が大きくなるほど検証が緩くなることが仕様基準（ルー

トA）との不整合を助長する原因と指摘されているが，

本評価法によればそれが改善される。なお，Fig. 1の様に

避難開始の遅れが生じる計画とする場合に，告示計算法

では一律180sを加算するため，告示計算法を用いた場合

の避難完了時間は本評価法より大幅に長くなる。 

 

3.2  階避難 

(1)  検証単位  階避難の検証単位は階または防火

区画及び遮煙区画で囲われた範囲とする。 

(2)  避難行動予測  本検証で前提とした避難行動

予測に関わる火災条件を以下に示す。また，これらにつ

いて告示計算法の条件と比較したものをTable 5に，その

計算法をTable 6を示す。 
 

 

Fig. 5 避難開始時間の概念図（Zs_f：煙層の厚さ） 

Conceptual Diagram of Pre-Movement Time 
 

Fig. 6 煙拡散実効面積Asmokeの算定例 

Example of Smoke Diffusion Area 
 

 
Fig. 7 滞留解消時間の概念図3) 

Conceptual Diagram of Queueing Time 

火災室 

Af 

Hf 

Zs_f 

Lw=160m

Af =1200㎡

Asmoke =1600㎡

Lw=240m

Af =2000㎡

Lw=160m

Af =1600㎡

Asmoke =1600㎡ Asmoke =3600㎡

Lw_f=160m Lw_f=160m Lw_f=240m

流
動

量
R

 [
人

/s
]

避難完了者数 [人]

(b) R=NneckBneck

(a) R=NdBd

ρcoAco P(R)

0
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1) 在館者の属性：居室避難に掲げた属性に加えて就

寝用途も対象とする。就寝および異種用途の部分につ

いては非就寝に比べ長い避難開始の遅れを見込む。 

2) 在館者の分布：階の居室全体に均等に分布してい

ることを前提とする。 

3) 火災室：階の全ての火災室を想定する。 

4) 避難開始：火災感知器等による情報伝達を考慮し

ている。なお，避難開始時間は許容避難時間との関係 
 

Table 4 ケーススタディの計算条件 
Calculation Condition 

 事務室 物販 
床面積 100～3,000㎡（＠100㎡） 
室形状 矩形（アスペクト比2:1） 
天井高さ 2.7m 

歩行距離 
居室端部に出口設

置（上限50m） 
居室端部に出口設

置（上限40m） 

出口幅 
床面積400㎡当た

り0.9m 
床面積100㎡当た

り0.9m 
 

 
Fig. 8 予測結果（事務室） 

Calculation Result (Office) 

 

 
Fig. 9 予測結果（物販） 

Calculation Result (Shop) 

や設計法における位置づけを考慮して設定される。 

5) 階段への出口集結：告示計算法は出口集結と出口

流出における出口選択方法が異なるが，本検証ではそ

れらを共通とする。各階段の単位幅当たりの負担人数

が概ね等しくなるよう集結領域を設定し，集結領域毎

の最長の歩行距離を設定する。 

6) 階段への出口通過：階段内の滞留については，他

階からの合流がない場合においては，階段扉からの流

入量と階段の流動量の小さい方で決定する。非火災階

からの合流については，非火災階の在館者が避難開始

するまでに火災階の避難が完了すること（非火災階の

合流の影響を受けずに階避難完了すること）を基本と

するが，合流が発生する場合は各階の階段への合流を

考慮して流動量を低減する。 

 

(3)  全館避難を前提とした滞留解消時間14) 

 火災階の避難中に全館避難が始まった場合の階段内の

滞留状況は，フェーズ１（階段集結後から全館避難開始

まで：tqueue1），フェーズ２（全館避難開始から階段内が

滞留状態になるまで：tqueue2），フェーズ３（階段内が滞

留状態になってから火災階在館者が階段内に避難完了す

るまで：tqueue3）に分解して考えられる。従って，全館避

難を前提とした階避難の滞留解消時間(tqueue(F))は，各フェ

ーズの継続時間の和として得られる。 

    321 queuequeuequeueFqueue tttt      (6) 

tqueue1：階段への集結が完了してから全館避難が開始

されるまでの時間[s]，tqueue2：階段内が自由歩行の状

態から滞留状態になるまでの時間[s]，tqueue3：全館避

難が発生している状況下で滞留状態が解消されるま

での時間[s] 

 
Table 5 避難行動予測に関わる条件（階避難） 

Condition of Evacuation Behavior for Floor Evacuation 

項目 
設定方法等 

告示計算法 本検証 

①在館者の属性 
特定／不特定，就寝／非就寝，自力

避難 
②在館者の分布 階全体（居室）に均等 

③火災室の設定 全ての火災室 

④避難開

始 
情報伝達

手段 
非常ベルまたは自動火災報知設備 

避難開始

のタイミ

ング 

一斉（火災室以外の在館者は全員一

斉に避難する） 

⑤階段へ

の出口集

結 

経路・出

口選択条

件 
最寄の出口（階段）を選択する 

⑥階段へ

の出口通

過 

階段内の

滞留の扱

い 

考慮（流動量

の低減） 

考慮（階段内で滞

留が発生する場合

は流動量を低減） 
非火災階

からの合

流の設定

なし あり※1 

※1：非火災階在館者の影響を受けずに階避難が完了することを

前提とする。 

0
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ここで，全館避難が開始されるまでの時間tstart(B)と階の

避難時間に着目すると， 

      1queueFtravelFstartBstart tttt       (7) 

tstart(B)：全館の避難開始時間[s]，tstart(F)：階の避難開

始時間[s]，ttravel(F)：階の歩行時間[s]，tqueue1：階段へ

の集結が完了してから全館避難が開始されるまでの

時間[s] 

従って，階段への集結が完了してから全館避難が開始

されるまでの時間tqueue1は，下式により得られる。 

     

 Ftravelstart

FtravelFstartBstartqueue

tt

tttt



1        (8) 

Δtstart：全館避難開始時間と階避難開始時間の差[s] 

階段内が自由歩行の状態から滞留状態になるまでの時

間tqueue2は，下式により得られる。ただし，移行中の流動

量の計算は難しいので階段において非火災階からの在館

者の合流がないと見なした場合の流動量として扱う。 

  
2

0
2

d

stst
queue R

A
t

 
        (9) 

 ddststd BNBNR ,min2        (10) 

Ast：階段面積[㎡]，Bst：階段幅[m]，Bd：出口幅[m]，

0：自由歩行時の密度（=1.5）[人/㎡]，st：階段の

最大滞留密度（=3.0）[人/㎡]，Rd2：階段において非

火災階からの在館者の合流がない場合の流動量[人

/s]，Nd, Nst：最大流動係数 [人/m.s] 

 tqueue3は滞留状態が解消されるまでの時間である。なお，

非火災階の避難開始までに階段もしくは付室への避難が

完了する場合はtqueue3=0[s]となる。以下では，非火災階の

避難開始までに階段もしくは付室への避難が完了しなか

った場合について示す。階段内が滞留した状態では，避

難階以外の各階において階段への合流が発生する。この

時，火災階の階段出入口の流動量Rd3は，屋外への出口を

有する階（以後，避難階）におけるネックの流動量をRneck，

上階から下りてくる者の流動量Ri+1と各階から合流する

者の流動量Riから算出する合流率を（= Ri/( Ri+ Ri+1)），

火災階の階数をMとすると，下式の通り与えられる。 

   1
3 1  M

neckd RR       (11) 

i：任意の階，M：火災階以下の階の階数の合計，Rd3：

階段において非火災階からの在館者の合流がある場

合の流動量[人/s]，Rneck：避難階におけるネックの流

動量[人/s]，：合流率[人/人] 

ネックの流動量Rneckは，告示計算法によれば屋外出口

幅Bdに対して経験的に1.3Bdとして与えている。しかし，

階段内の最大流動量Rst(0)がネックの最大流動量Rneck(0)よ

り小さい場合には，告示計算法で想定している流動量が

発生しない場合がある。そこで本評価法では，階段内の 

 

Table 6 避難時間の計算法（階避難） 

Calculation Method of Evacuation Time for Floor Evacuation 
 告示式 計算式 
避難 
開始 
時間 
tstart(F)

  1802  floorFstart At  

Afloor：当該階の床面積

[㎡] 

    180 RstartFstart tt  

tstart(R)：居室の避難開始時

間[s] 

歩行

時間 
ttravel(F)

  





 

v

l
t l

Ftravel max

ll：避難経路の部分ごと

の歩行距離[m]，v：部分

ごとの歩行速度[m/s] 

同左 

滞留

解消

時間 
tqueue(F)

 
 

d

F
Fqueue R

P
t   

 












F

stst
std P

A
BR


3.1

 

Ast：階段面積[㎡]，Bst：

階段幅[m]，Bd：出口幅

[m]，P(F)：当該階の在館

者数[人]，st：階段の滞

留密度[人/㎡] 

 
 

d

F
Fqueue R

P
t   

 ddststd BNBNR ,min   

Bst：階段幅[m]，Bd：出口

幅[m]，P(F)：当該階の在館

者数[人] 
→（３）全館避難を前提

とした階避難時間に詳細

を示す 

避難

完了

時間 
tescape(F)

       FqueueFtravelFstartFescape tttt   

その

他 
－ 

非火災階在館者の影響を

受けずに階避難が完了す

ることを前提とする。 
→（４）非火災階在館者

の影響を受けずに階避難

が完了するための条件に

詳細を示す 

 

 

Fig. 10 階段出入口の避難者の流動 

Flow of the Stairs Doorway 

 

最大流動係数Nst(0)は，近年の実験的研究15)で得られた

0.88～1.07[人/m.s]を参考として，Nst=0.9[人/m.s]（水平路

における最大流動係数Nd=1.5[人/m.s]の60％）として，下

式によりネックの流動量を与える（Fig. 11参照）。 

 21,,min ddddststneck BNBNBNR      (12) 

Bd1：階段出口幅[m]，Bd2：屋外出口幅[m]，Bst：階

段幅[m]，Rneck：避難経路上のネックの流動量[人/s]  

Fig. 12はネックの流量Rneckを1.5人/s，合流率を0.5とし

た場合の各階における流動量Rd[人/s]の計算例である。こ

こで，告示計算法によると，有効流動係数Neffは0.2～1.3

人/sとなるのが一般的なので，告示計算法は2～5階建て

程度の建物を想定していることになる。 

 以上より，全館避難が発生している状況下で滞留状態

が解消されるまでの時間tqueue3は下式により得られる。 

Rneck[人/s]

i階 避難階
Ri

(1-)Ri

Ri [人/s]
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3

02
3

d

ststFtravelstartdF
queue R

AttRP
t

 
  (13) 

Ast：階段面積[㎡]，P(F)：当該階の在館者数[人]，Rd2：

階段において非火災階からの在館者の合流がない場

合の階段出入口の流動量[人/s]，Rd3：階段において

非火災階からの在館者の合流がある場合の階段出入

口の流動量[人/s]，Δtstart：全館避難開始時間と階避難

開始時間の差[s]，ttravel(F)：当該階の歩行時間[s]，0：

階段内自由歩行時の密度（=1.5）[人/㎡]，st：階段

内滞留時の最大密度（=3.0）[人/㎡] 

 

(4)  非火災階在館者の影響を受けずに階避難が完了

するための条件14)  非火災階の在館者が避難を開始し，

非火災階在館者の影響を受ける前までに火災階在館者の

避難が完了するための条件を検討する。 

全館避難が開始されたフェーズ２における火災階在館

者の階段への流入は，階段内に滞留するための容量が確

保されており，かつ階段内が最大滞留密度に達するまで

は，非火災階の在館者の影響を受けないと考えられる。

また，階避難における避難計画の評価対象は階段幅およ

び階段面積（滞留面積）であるため，階段幅の評価につ

ながるフェーズ１，階段面積の評価につながるフェーズ

２を評価対象とすること，すなわちフェーズ３に移行し

ないことを非火災階在館者の影響を受けずに階の避難が

完了するための条件とすれば合理的である。 

フェーズ３に移行しないためには，式(13)の分子が正

の値にならない，すなわち， 

 

 
Fig. 11 ネックの流動量の概念図 

Conceptual Diagram of Flow Rate at the Neck 

 

 
Fig. 12 各階の階段出入口での流動量 

Flow Rate at the Stairs Doorway of each floor 

      02   ststFtravelstartdF AttRP  (14) 

を満足すれば良い。従って，式(14)が非火災階在館者の

影響を受けずに階の避難が完了するための条件となる。 

さらに，階段出入口の流動量Rd2は，階段入口がネック

にならないことを前提とすれば，下式により与えられる。 

ststd BNR 2
        (15) 

以上より，非火災階在館者の影響を受けずに階の避難

が完了するための階段幅Bstの条件は，式(16)により与え

られる。ここで，P(F)は当該階の在館者数[人]，Ast(ρst-ρ0)

は階段内の滞留可能人数[人]およびNst(Δtstart-ttravel)は階段

1m当たりに全館避難開始までに階段への避難が完了可

能な人数[人/m]である。全館避難開始時間と階避難開始

時間の差Δtstartは，現行法の水準に合わせ，180sとした14)。 

   
  Ftravelstartst

ststF
st ttN

AP
B




 0－  (16) 

 式(16)を使うと，比較的情報量の少ない基本計画段階

において，階段計画（階段の容量）の妥当性を簡易に評

価することができる。例えば，床面積が2,000㎡の物販店

舗の階段幅Bstを知りたい場合は以下の手順で検討する。 

1) 当該階の在館者数P(F)は，在館者密度0.5人/㎡×

2,000㎡＝1,000人である。 

2) 階段内の滞留可能人数Ast(ρst-ρ0)は，過去の実績か

ら床面積Astは在館者1人当たり0.1㎡程度となるので

Ast=100㎡とすれば，100(3.0-1.5)=150人となる。 

3) 階段1m当たりに全館避難開始までに階段への避

難が完了可能な人数Nst(Δtstart-ttravel)は，Nst=0.9人/m.s，

Δtstart =180sおよびttravel(F)は現行基準（歩行距離40m）に

従う場合は40sであるため，126人/mとなる。 

4) 以上より階段幅Bstは，(1000-150)/126=6.75m（仕様

規定（ルートA）の12mより44％減）となる。 

 

 4. まとめ 

 

本稿では，避難シミュレーション等の工学的手法を用

いて避難安全性を検証する設計手法（ルート C）に関わ

る各種予測技術について，現在一般に使用されている告

示計算法の課題を示すとともに，その課題解決を目的と

してより高度化された避難行動予測および煙拡散予測に

関わる評価法を紹介した。本評価法の特長は以下の通り

である。 

1) 複雑な平面形状を持つ火災室の避難開始時間の予

測が可能である。 

2) 廊下の滞留状況を考慮した火災室の滞留解消時間

の予測が可能である。 

3) 必要階段幅および必要階段面積の評価が可能であ

る。 
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